
漁場生産力・水産多面的機能強化対策事業
事務手続きマニュアル

（地域協議会用）

R7.7.17時点版

協議会担当者向け

※本マニュアルは、交付申請及び実績報告に係る資料を作成いただく際の留意事項を記載しています。
※作業にあたっては、本マニュアルの他、交付等要綱（＊1）、運用（※２）も併せてご参照願います。
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※⑤概算払請求は６月上旬（財務省との協議が終了次第）から可能
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１－１．交付申請（協議会）【提出が必要な書類】

提出書類

①別記様式第１号の１ 交付申請書【要綱P11】

②別紙１ 事業計画の内訳【要綱P26】

③参考様式第19号 運営事業実施計画の概要【運用P57】

上記のほか、必要に応じ、以下の資料を添付

・理由書（内示額より交付申請額のほうが少額の場合）

※ページ数はpdfデータのもの

※注意※ 本講習はR7当初の様式を基に説明 R6補正はR6様式で作成
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１－２．交付申請（協議会）【別記様式第１号の１：交付申請書】
提出書類①：別記様式第１号の１ 交付申請書

大臣等の氏名は書かない

括弧（）は記載しない

「交付等要綱第8」と記載しているか

該当ない場合は
「該当なし」と記載

「事業に要する経費」と記載しているか
（「要した」はNG）

別記様式第1号の1（交付申請書）①～④の取組は、
参考様式第19号（運営事業計画）の1～4の経費と連
動しているか。
（例：交付申請書「④その他」にシンポジウム等参加と記載
した場合、当該旅費は「４．その他必要な事項」の（１）旅
費に記載）

ゼロの場合は「0」と記載
（空欄はNG）

備考欄に「該当なし」と記載
※消費税等を支払う団体ではない
という意
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１－３．交付申請（協議会）【別紙１：事業計画の内訳①】
提出書類②：別紙１ 事業計画の内訳

該当するものに〇が
付いているか

・国の交付単価は、運用P13の別表２「交付単価表」をもとに記載しているか
・理解・増進の取組がなく、①～⑬（⑧及び⑫除く）の活動項目を実施して
いる場合は、5/6を乗じた単価になっているか（活動組織ごとに判断）

地方負担額の割合は、パーセント表示に
なっているか（端数切捨て）
（①～⑩の活動項目の場合、30％以上と
なっているか（1円でも少ないとNG））

「事業計画」となっているか
（事業実績はNG）

各活動組織の合計値となっているか
（計上漏れはないか）活動組織数、内水面組織数が記載されているか

「面積等」欄の単位指定方法
は、次ページ参照

国庫交付金の額は、
「面積等」×「国の交付単価」の額
を超過していないか
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１－３．交付申請（協議会）【別紙１：事業計画の内訳②】
別紙１における「面積等」欄の単位指定方法（実績報告時も同様）

手順１
入力したいセル上で「Ctrl」キーと「1」キーを同時に押す

手順２
右隣の画面「セルの書式設定」が表示されるので、
「表示形式」タブ（①）の「ユーザー定義」（②）を選択

手順３
「種類」の下のボックス（③）に、
該当する単位の文字列を入力（もしくは選択）

単位 入力（選択）する文字列
ha #,##0.00“ha”
㎢ #,##0.00“㎢”

隻・日 #,##0“隻･日”
回・日 #,##0“回･日”

式 #,##0“式”
回 #,##0“回”

↑
（文字列が表示されている場合）

該当する文字列を選択

（文字列が表示されていない場合）
該当する文字列を入力

↓

①

②

③
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１－４．交付申請（協議会）【参考様式第19号：運営事業実施計画】

交付申請時は「（実績）」を削除
（実績報告時と併用の様式のため）

提出書類③：参考様式第19号 運営事業実施計画の概要

本表１～４の経費は、
交付申請書（別記様式第1号の1）①～④の取組と
整合しているか。
（例：交付申請書「④その他」に「シンポジウム等参加」と
記載した場合、当該旅費は「４．その他必要な事項」の
（１）旅費に記載）

協議会名を記載しているか

備考欄はできるだけ具体的に
記載すること。
記載例
（１）旅費の場合
現地指導 〇〇円×○箇所×○名＝○○円
〇○会議（東京）〇〇円×○箇所×○名＝○○円

円単位になっているか

交付申請書「①推進・指導」に係る経費を記載

交付申請書「②地域活動指針等作成」に係る経費を記載

交付申請書「③交付・支払事務」に係る経費を記載

交付申請書「④その他（活動内容）」に係る経費を記載

7



２－１．実施状況報告、事業評価報告（協議会）【提出が必要な書類】

提出書類：５月末締切

①運用第７関係

・【参考様式第１７号】実施状況取りまとめ報告書
・【添付様式第１７号】活動確認一覧表

②要綱第８関係

・【参考様式第１８号】事業評価の報告について
・【添付様式第１８号】事業評価のとりまとめ結果（２次評価）
・【添付様式第１６号】自己評価表

③その他の資料

・モニタリング結果整理表（「モニタリングの手引き」P23～P29参照。）
・国境・水域監視報告書（監視実績入出力システムのデータ一式）

8



２－２．実施状況報告（協議会）【運用第７関係】
提出書類①：参考様式第17号 実施状況取りまとめ報告書
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２－３．実施状況報告（協議会）【要綱第７関係】

（作成時注意事項）
・活動者人数は、添付様式16 自己評価表と整合しているか
・活動者人数や金額等は、活動組織単位ではなく、活動項目ごとに記載
※水産庁集計時、活動項目ごとで集計を行うため

・支出額について、費目の整理は協議会内で共通の方法で整理されているか
・収入の合計＝支出の合計となっているか

提出書類②：添付様式17 活動確認一覧表
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想定される補助対象経費例

補助対象経費 内容・具体例 備考
①日当 活動組織構成員の日当（保全活動、事務作業等） 事務作業、陸上作業、潜水作業等で異なる単価を

設定することが考えられる
②謝金 有識者による講演、技術指導
③傭船料 活動に用いる船舶の借り上げ代 単価に含まれる経費を明確にすること（操船士の

日当を含む、燃料代（●㍑まで）を含む等）
④資材費 活動に用いる消耗品（軍手、ごみ袋 等）、道具（ザル、

網）、材料（砕石、木材等）
⑤機材費（備品費） 活動に用いる機械類（草刈機、チェーンソー）、比較的

大型な道具 等
リースにしない理由が必要
備品簿の整備が必要

⑥リース費 活動に用いる機材等の賃借料（マイクロバス、重機・ト
ラック、草刈機、チェーンソー 等）

⑦交通費（旅費） 打合せ場所・活動場所までの移動経費

⑧運搬費 資機材の運搬等に係る経費（運送費・宅急便等） 内容・状況次第で費目が異なることが想定される
輸送用車両借上 ⇒ リース費
運転手人件費 ⇒ 日当（構成員の場合）

⑨委託費 外部委託する際の経費 事業費に対し５０％未満
⑩啓発普及費 広く国民への理解・増進図る取組に係る経費（パンフ

レット印刷費・掲示物作成費）
⑪教材費 教育学習等に用いる教材・資材（筆記用具）等 教育学習と併せて行われる種苗放流に係る種苗代

は「⑭種苗購入費」で整理
⑫施設利用料 作業場所、更衣室、廃棄物等の仮置き場などに施設を利

用する際の経費
⑬廃棄物等処分費 廃棄物等の処分に係る経費（ごみ処理場での処分料等）

⑭種苗購入費 種苗代

⑮その他必要経費 振込手数料、保険料等
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２－４．事業評価報告（協議会）【運用第８関係】
提出書類③：参考様式第18号 事業評価の報告について
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２－５．事業評価報告（協議会）【運用第８関係】

成果実績については、各対象活動組織からの数字の平均(加重平均)の割合を記載。（添付
様式第18号 別紙）

（例１）
（活動組織Ａ協定面積(ℎ𝑎𝑎) ×年度達成度(%)）+（活動組織Ｂ協定面積(ℎ𝑎𝑎) ×年度達成度(%)）+ ⋯

協定面積(ℎ𝑎𝑎) 合計
（例２）

（活動組織Ａ実績額×年度達成度(%)）+（活動組織Ｂ実績額×年度達成度(%)）+ ⋯
実績額 合計

提出書類④：添付様式第18号 事業評価のとりまとめ結果（２次評価）
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２－５．事業評価報告（協議会）【運用第８関係】
提出書類④：添付様式第16号 自己評価表 【R7年度に大幅改正】
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２－５．事業評価報告（協議会）【運用第８関係】
提出書類④：添付様式第16号 自己評価表 【記載例】
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２－５．事業評価報告（協議会）【運用第８関係】

モニタリングの手引き（第２版）参照
URL：https://hitoumi.jp/library/library.php

「①藻場の保全」の場合、その他生物欄に食害生
物に加え、水産生物の卵、仔稚魚の種類・量、餌
料生物量等の周辺情報を記載する

提出書類⑤：モニタリング結果整理表
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３－１．活動組織資料【提出が必要な書類】

運用第５関係
・【参考様式第７号】採択申請書

添付書類 活動組織規約（参考様式第５号）
構成員一覧表（添付様式第５号別添）
協定書（参考様式第６号）
活動計画（添付様式第６号～別添４）

※採択申請書に変更が生じている場合
・【参考様式第９号・11号】採択変更関係書類一式

（参考様式第９号又は11号関係一式）

提出書類：６月末締切（R7年度は６月27日締切）
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３－２．活動組織資料【運用第５関係】
提出書類①：参考様式第7号 採択申請書
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３－３．活動組織資料【運用第５関係】
提出書類②：参考様式第5号 活動組織規約 提出書類③：添付様式5別添 構成員一覧表
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３－４．活動組織資料【運用第５関係】

※R6年度様式では確認表（参考様式第６号別紙）が
協定書とセットだったが、R7年度様式からは削除

提出書類④：参考様式第６号 協定書
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３－５．活動組織資料【運用第５関係】
提出書類⑤：添付様式第６号 活動計画
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３－６．活動組織資料【運用第５関係】
提出書類⑥：添付様式第６号 別添１ 位置図
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３－７．活動組織資料【運用第５関係】
提出書類⑦：添付様式第６号 別添２ 年次計画
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３－8．活動組織資料【運用第５関係】

１・２の各事項について、活動組織及び
市町村の双方において確認してください。

提出書類⑧：添付様式第６号 別添３ 確認表（R7新様式）

漁業法第109条に基づき都道府県知事が指定する沿岸漁場管理団体を指します。（任意）

協定内容に変更がない場合でも、活動計画に変更があるときは作成してください。

確認表は協定書及び計画書と一緒に保管してください。
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３－8．活動組織資料【運用第５関係】

・「磯焼け対策ガイドライン」を作成した有識者か
らの意見に基づいて作成

・各地域の磯焼けの原因に合致した対策手法を選択

・本リストの「考えられる磯焼けの原因」に対応す
る「取りうる対策手法」が選択されていない場合は、
別添３確認表の「磯焼け対策ガイドラインに留
意」をクリアしていないものと見なす

提出書類⑨：添付様式第６号 別添４ 「①藻場の保全」に係る活動内容のチェックリスト（R7新様式）

第３版 磯焼け対策ガイドライン（令和３年３月）
URL：https://www.jfa.maff.go.jp/j/gyoko_gyozyo/g_gideline/
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４．遂行状況報告（協議会）【提出が必要な書類】

・遂行状況報告書【要綱：別記様式第４号（第16関係）】

・活動組織別の遂行状況（任意様式）

※ 年度中に不用額の発生が見込まれる場合は、減額理由と減額する金額を整理の
上、10月上旬を目途に早めに御相談ください。

・予算の効率的運用を図る観点から、他協議会への再配分を行う可能性があります。
・交付等要綱第13の規定に基づく変更等承認申請（減額）の手続きが必要です。
・なお、年度末に発生する不用額については、財政当局へ理由の説明を求められる
ことから、金額にかかわらずその理由を伺いますのでご留意ください。また、不
用額及びその理由によっては、来年度の予算配分に反映させていたく場合がござ
いますので御承知おきください。

提出書類：10月31日締切
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４．実施状況報告【第１６関係】

① 「合計」と記載。
※運営事業を申請していない場合のみ
｢１対策事業｣と記載

② 国費のみではない

③ 国費のみではない

④ 総事業費に対する事業費の割合
（③÷②）
※端数を切り上げ、整数で記載

⑤ 原則、③から②を除した額

⑥ 原則、年度末日
（例：令和８年３月31日）

⑦ 原則、９月30日

その他
・表に行を足さないこと
・３桁以上の数字には「，（カンマ）」
を用いること
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５ー１．概算払の請求（協議会）【提出が必要な書類】

・概算払請求書【要綱：別記様式第５号（第17関係）】

・請求額（原則実績額）の根拠資料
以下が整理された一覧表及びその証拠書類
①対策事業
活動組織・活動項目ごとに以下を整理したもの
・計画額
・実績額 ※証拠書類として出納簿を提出

（・見込額）※証拠書類として見積書・契約書・活動計画等を提出
・既受領額
・請求額
・未精算額

②運営事業
①同様に整理したもの

提出書類：随時（R7年度は6/4以降受付中）
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５ー２．概算払の請求（協議会）【要綱第１７関係】
提出書類①：別記様式第５号 概算払請求書

① 「合計」と記載
※運営事業を申請していない場合のみ
「１対策事業」と記載

② 国費のみではない

③ 国費のみの交付決定額を記載

④ 総事業費に対する金額の割合。
※端数を切り上げ、整数で記載

⑤ ・実績額で請求の場合
「○月○日現在の出来高」

・見込額を含む場合
「○月○日までの予定出来高」

⑥ 原則、「３月31日までの予定出来高」

⑦ 原則、「100」

⑧ 原則、年度末日（例：令和８年３月31日）

⑨ ⑤を予定出来高とし、運営事業のみが見込額の場
合、「対策事業は○月○日現在の出来高で請求」
等の記載し、補足する

⑩ 整合しているか

その他
・表に行を足さないこと
・３桁以上の数字には「，（カンマ）」を用
いること
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５ー３．概算払の請求（協議会）【提出が必要な書類】

【対策事業の一覧表の例】 ※6/23付けのメールで様式送付済み

活動組織と活動項目ごとに以下を整理したもの
・計画額
・実績額 ※証拠書類として出納簿を提出

（・見込額）※証拠書類として見積書・契約書・活動計画等を提出
・既受領額
・請求額
・未精算額
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６－１．実績報告（協議会）【提出が必要な書類】

提出書類

①別記様式第６号の１ 実績報告書【要綱P19～20】

②別紙１ 実績報告の内訳【要綱P28】

③参考様式第19号 運営事業実績の概要【運用P57】

上記のほか、必要に応じ、以下の資料を添付

・不用額が発生した理由書
大幅な不用額（不用額が交付決定額に対して１％または10万円

のいずれか低い額）が発生した場合は、団体（活動組織、協議会、
道府県、市町村）ごとにその理由を整理した理由書を提出

提出書類：随時（R7年度は6/4以降受付中）
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６－２．実績報告（協議会）【別記様式第６号の１：実績報告書】
提出書類①：別記様式第６号の１実績報告書

大臣等の氏名は書かない

括弧（）は記載しない

「交付等要綱第18第1項」と記載しているか

該当ない場合は
「該当なし」と記載

「事業に要した経費」と記載しているか
（「要する」はNG）

ゼロの場合は「0」と記載
（空欄にしない）

別記様式第6号の1（実績報告書）①～④の取組は、
参考様式第19号の1～4の経費と整合しているか。
（例：実績報告書「④その他」にシンポジウム等参加と記載
した場合、当該旅費は「４．その他必要な事項」の（１）旅
費に記載）

消費税仕入控除税額を減額した場合は
「減額した金額○○○円」を、同税額が
ない場合は「該当なし」を、同税額が明
らかでない場合には「含税額」を区分ご
と備考欄に記入すること。
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該当するものに〇が
付いているか

地方負担額の割合は、％表示になってい
るか（端数切捨て）
（①～⑩の活動項目の場合、30％以上と
なっているか（1円でも少ないとNG））

「事業実績」となっているか
（事業計画はNG）

６－２．実績報告（協議会）【別紙１：事業実績の内訳①】
提出書類②：別紙１ 事業実績の内訳

活動組織数、内水面組織数が記載されているか 各活動組織の合計値となっているか
（計上漏れはないか）

「面積等」欄の単位指定方法
は、次ページ参照

国庫交付金の額は、
「面積等」×「国の交付単価」の
額を超過していないか

・国の交付単価は、運用P13の別表２「交付単価表」をもとに記載しているか
・理解・増進の取組がなく、①～⑬（⑧及び⑫除く）の活動項目を実施して
いる場合は、5/6を乗じた単価になっているか（活動組織ごとに判断）
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６－３．実績報告書（協議会）【別紙１：事業実績の内訳②】

手順１
入力したいセル上で「Ctrl」キーと「1」キーを同時に押す

手順２
右隣の画面「セルの書式設定」が表示されるので、
「表示形式」タブ（①）の「ユーザー定義」（②）を選択

手順３
「種類」の下のボックス（③）に、
該当する単位の文字列を入力（もしくは選択）

単位 入力（選択）する文字列
ha #,##0.00“ha”
㎢ #,##0.00“㎢”

隻・日 #,##0“隻･日”
回・日 #,##0“回･日”

式 #,##0“式”
回 #,##0“回”

↑
（文字列が表示されている場合）

該当する文字列を選択

（文字列が表示されていない場合）
該当する文字列を入力

↓

①

②

③

別紙１における「面積等」欄の単位指定方法
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６－３．実績報告（協議会）【参考様式第19号：運営事業実施実績】

実績報告時は、「実施計画（実績）」を「実績」に修正
（交付申請時と併用の様式のため）

本表１～４の経費は、
実績報告書（別記様式第6号の1）①～④の取組と
整合しているか。
（例：実績報告書「④その他」に「シンポジウム等参加」と
記載した場合、当該旅費は「４．その他必要な事項」の
（１）旅費に記載）

協議会名を記載しているか

円単位になっているか

実績報告書「①推進・指導」に係る経費を記載

実績報告書「②地域活動指針等作成」に係る経費を記載

実績報告書「③交付・支払事務」に係る経費を記載

実績報告書「④その他（活動内容）」に係る経費を記載

備考欄はできるだけ具体的に
記載すること。
記載例
（１）旅費の場合
現地指導 〇〇円×○箇所×○名＝○○円
〇○会議（東京）〇〇円×○箇所×○名＝○○円

提出書類③：参考様式第19号 運営事業実施実績の概要
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６－４．実績報告（協議会）【事業実績の根拠資料】

イメージ

提出書類④：団体（協議会、活動組織）ごとの支出の内訳（内容・費目・金額・日付等）が分かるもの
【任意様式（出納簿等）】

漁協等が立替払を
した場合は、立替
払と立替者を記入
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７．事前質問①
事前質問①（漁協による借入の整理について）
・漁協が活動資金を立て替える場合の、立替払帳簿等の処理や金銭出納簿の記入方法に関して確認したい。
・漁協が活動資金を立て替える場合、次の２つのケースがある。
（１）活動組織の通帳には入金せず、都度、支払を立替える場合

（前スライドの金銭出納簿記載例の日当のケース）
（２）活動組織の通帳に、活動前に活動費の全額または一部を入金する場合

・上記（２）のケースの場合
Ｑ１ 立替払帳簿での処理で良いのか？それとも借用書等での処理となるのか？
Ｑ２ 漁協への返済についての金銭出納簿への記載について、収入欄へのマイナスでの記載でよいか？

・また、（１）、（２）共通となるが、立替払帳簿を使用した場合、
Ｑ３ 活動組織から漁協への精算の際に、漁協からの領収書は必要か？
Ｑ４ 立替払帳簿へ漁協の押印は必要か？

回答①
A１ （２）ケースの場合は、立替払ではなく、借入になります。このため、借用書による管理が適当です。
A２ 金銭出納簿における漁協への返済は、収入欄でのマイナス記載となります。

A３ 立替払・借入ともに、漁協への返済に際しては、漁協からの領収書は必要です。
A４ 漁協の領収書への漁協印の押印については、当該漁協の公印管理規定によりますが、

立替払帳簿については、原則として押印が必要です。
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７．事前質問①
【金銭出納簿の記載例：年度初めに漁協から活動費を借入する場合】

①

① 漁協からの借入額を「収入欄」に記載

② 協議会からの概算払を「収入欄」に記載

③ 漁協への借入金の返済額を「収入欄」にマイナス記載

②

38



７．事前質問②・③
事前質問②（概算払請求について）
・年度内に支払を含めて事業完了するために、年度末の活動を漁協に立替払してもらう予定。
・漁協も原資が潤沢にあるわけではないため、概算払で早めに立替払した金額を返済してもらいたい。
・令和７年度の概算払請求の最終締切の時期を教えてほしい。

回答②
・概算払請求の締切は農水省経理部局が年度ごとに定めるため、現時点では不明です。
・例年どおりであれば、２月末又は３月第一週の月曜日（３月２日）になる見込みです。

・なお、概算払請求は過払を防止するため、原則として概算払の対象は実施済みのものに限定していますが、
今年度から見積書や活動計画等の根拠がある場合はその限りではないと整理し柔軟に対応しているところです。
・一方で、年度末の概算払請求は過払のリスクが高まりますので、従来どおり実施済みのものに限定する予定
です。

事前質問③（携帯電話の契約について）
・活動組織の事務局を漁協ではなく任意団体に置いている。
・人員も少なく、常に事務局にいるわけではないため、携帯電話でやり取りすることが多い。
・当該事業で携帯電話に係る費用は補助対象となるのか。

回答③
・固定電話がない等、協議会や関係者と連絡手段がない場合は、携帯電話に係る費用も補助対象となります。
・ただし、携帯電話を本事業以外で使用しない、活動組織名義で契約する等の制約が必要となります。
・また、当該費用は交付決定日から実績報告日までしか補助対象とならないため、１年間全ての費用が補助対
象とはなりえません。
・これらのことから、本事業による携帯電話の契約はおすすめしません。
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